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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。  

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第53期第１四半期累計期間及び第54期第

１四半期累計期間は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。第53期は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

 当第１四半期累計期間において、当社の企業集団等（親会社、当社、当社の子会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期 

第１四半期 
累計期間 

第54期 
第１四半期 
累計期間 

第53期 

会計期間 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
６月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成24年 
３月31日 

売上高（百万円）  2,334  2,553  11,771

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △89  △6  179

四半期純損失（△）又は当期純利

益（百万円） 
 △99  △8  130

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円） 
 －  －  －

資本金（百万円）  2,473  2,473  2,473

発行済株式総数（千株）  15,577  15,577  15,577

純資産額（百万円）  4,671  4,892  4,900

総資産額（百万円）  10,597  10,991  11,257

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円） 

 △6.70  △0.58  8.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  44.1  44.5  43.5

２【事業の内容】
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 当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

  

（1）経営成績の分析 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の発生から１年が経過し、復興に向けた取り組

みにより、国内景気は緩やかに回復してまいりました。しかし、欧州債務危機や円高の長期化等の影響もあり、

景気の先行きは依然として不透明な環境で推移しております。 

住宅関連業界におきましては、持ち直しの動きも見られるものの、景気の不透明感に伴い依然として新設住

宅着工戸数は低水準にあり、厳しい状況が続いております。 

こうした事業環境のなか、当社におきましては、「勇躍、突破」をスローガンに、困難な局面を打破し、飛

躍を目指す年と位置付け、品質とコスト競争力を高め、収益の確保に努めております。 

化粧建材事業については、和風造作材や化粧階段の受注が伸び悩み、低調に推移いたしましたが、積層建材

事業については、積層階段やカウンターなどが大手建材メーカー、ビルダーから安定した受注が確保でき堅調な

事業運営となりました。 

 木構造建材事業については、第１四半期は季節的な要因もあり販売は伸び悩みましたが、昨年より強固に推し

進めている事業の再構築が着実に成果をあげており、特に既存顧客への需要深耕策や新規顧客の開拓への取り組

みは業績回復に寄与いたしました。また、収益力向上に資する継続中の課題についても更なる取り組みを強化し

ており、より安定した事業基盤の構築を図っております。 

 これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は25億53百万円と前年同四半期と比較し、2億19百万円

（9.4％）の増収となりました。利益面では営業利益2百万円（前年同四半期は営業損失81百万円）、経常損失6

百万円（前年同四半期は経常損失89百万円）、四半期純損失は8百万円（前年同四半期は四半期純損失99百万

円）となりました。 

 なお、セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。また、セグメント間取引については、相殺消去し

ております。 

（化粧建材事業） 

 売上高は、6億84百万円と前年同四半期と比較し、17百万円（2.7％）の増収となりました。営業損失は、15百

万円（前年同四半期は営業利益2百万円）となりました。 

（積層建材事業） 

 売上高は、9億14百万円と前年同四半期と比較し、1億35百万円（17.4％）の増収となりました。営業利益は、

16百万円（前年同四半期は営業損失12百万円）となりました。 

（木構造建材事業） 

 売上高は、9億52百万円と前年同四半期と比較し、68百万円（7.8％）の増収となりました。営業利益は、0百

万円（前年同四半期は営業損失73百万円）となりました。 

（その他） 

 売上高は、2百万円と前年同四半期と比較し、1百万円（△47.0％）の減収となりました。営業利益は、0百万

円（前年同四半期は営業利益2百万円）となりました。 

  

（2）財政状態の分析 

 当第１四半期会計期間末における総資産につきましては、109億91百万円となり、前事業年度末と比べ2億66百

万円減少となりました。これは主に売上債権等の減少によるものであります。 

 負債については、60億98百万円となり、前事業年度末と比べ2億57百万円減少となりました。これは長期借入

金の増加があったものの、仕入債務及び短期借入金等の減少によるものであります。 

 純資産については、48億92百万円となり、前事業年度末と比べ8百万円減少しております。これは主に四半期

純損失の計上によるものであります。 

 この結果、総資産の減少等により、自己資本比率は前事業年度末と比べ0.9ポイント増加の44.5％となりまし

た。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

- 2 -



（3）事業上及び財務上対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

 当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

（5）主要な設備 

 当第１四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前事業年度末に計画した主要な設備の新設、除

却等について著しい変動はありません。 

 また、新たに確定した主要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

  

（6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第１四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。  

（7）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金状況は、金融情勢の変化に対する対応と資金コスト削減及び調達構成のバランスを考慮し調達先の

分散、調達方法及び手段等の多様化を図っております。 

 資金調達は、原則として、運転資金については、短期借入金で調達し、生産設備などの長期資金は、長期借入

金で調達することとしております。平成24年６月30日現在の短期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

億 百万円、長期借入金 億 百万円の借入金総額 億 百万円を金融機関から調達しております。 

13

事業所名 所在地 セグメント
の名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

（百万円） 
既支払額

（百万円） 着手 完了 

美濃加茂 
第３工場 

岐阜県 
美濃加茂
市 

木構造建材
事業 

パネル加工設
備 

71 － 借入金 平成24. 7 平成24.10 
増産

68 － 借入金 平成24.12 平成25. 6 

11

78 17 60 29 39
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。   

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  39,821,000

計  39,821,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  15,577,500  15,577,500

東京証券取引所 
（市場第二部） 
名古屋証券取引所 
（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株  

計  15,577,500  15,577,500 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額    
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年４月１日～ 
平成24年６月30日  

 －  15,577,500  －  2,473  －  2,675

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権の数２

個）及び株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式1,000株（議決権の数1個）が含

まれておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。 

３．当第１四半期会計期間において単元未満株式の買取りによる自己株式数は 株であり、上記の株式数欄

には含めておりません。 

②【自己株式等】 

 （注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が 株（議決権の

数１個）あります。 

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。 

２．当第１四半期会計期間において単元未満株式の買取りによる自己株式数は 株であり、上記には含めて

おりません。  

  

該当事項はありません。   

（７）【議決権の状況】

  平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  664,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,775,000  14,772 － 

単元未満株式 普通株式  138,500 － 
一単元（1,000株） 

未満の株式  

発行済株式総数  15,577,500 － － 

総株主の議決権 －  14,772 － 

1,120

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

セブン工業株式会社 
岐阜県美濃加茂市牧

野1006番地 
 664,000  －  664,000  4.26

計 －  664,000  －  664,000  4.26

1,000

1,120

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  資産基準      ％ 

  売上高基準      ％ 

  利益基準      ％ 

  利益剰余金基準  ％ 

第４【経理の状況】

0.70

0.02

1.92

25.63
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 738 663

受取手形及び売掛金 ※  3,712 ※  3,528

商品及び製品 227 228

仕掛品 426 434

原材料及び貯蔵品 919 949

その他 128 107

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 6,149 5,906

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,118 1,103

土地 2,917 2,917

その他（純額） 739 734

有形固定資産合計 4,775 4,755

無形固定資産 166 160

投資その他の資産   

その他 259 262

貸倒引当金 △93 △93

投資その他の資産合計 165 168

固定資産合計 5,108 5,084

資産合計 11,257 10,991
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※  2,977 ※  2,550

短期借入金 800 550

1年内返済予定の長期借入金 545 628

未払法人税等 18 8

賞与引当金 － 25

その他 ※  399 ※  356

流動負債合計 4,742 4,118

固定負債   

長期借入金 1,386 1,760

退職給付引当金 116 118

役員退職慰労引当金 87 76

資産除去債務 2 2

その他 21 21

固定負債合計 1,614 1,979

負債合計 6,356 6,098

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,473 2,473

資本剰余金 2,675 2,675

利益剰余金 △8 △16

自己株式 △239 △239

株主資本合計 4,900 4,892

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △0 0

評価・換算差額等合計 △0 0

純資産合計 4,900 4,892

負債純資産合計 11,257 10,991
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 2,334 2,553

売上原価 2,082 2,221

売上総利益 251 331

販売費及び一般管理費 332 329

営業利益又は営業損失（△） △81 2

営業外収益   

受取手数料 0 1

雇用調整助成金 2 1

その他の雇用関連収入 0 1

その他 2 0

営業外収益合計 5 4

営業外費用   

支払利息 9 9

売上割引 4 4

その他 0 0

営業外費用合計 14 13

経常損失（△） △89 △6

特別利益   

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産廃棄損 7 0

その他 0 －

特別損失合計 8 0

税引前四半期純損失（△） △97 △6

法人税、住民税及び事業税 2 2

法人税等調整額 △0 △0

法人税等合計 1 2

四半期純損失（△） △99 △8
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（減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の営業利益は0百万円増加し、経常損失及び税引前四

半期純損失はそれぞれ0百万円減少しております。  

  

  該当事項はありません。 

  該当事項はありません。  

  

※ 四半期会計期間末日満期手形 

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

 なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計

期間末日残高に含まれております。  

  

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおり

であります。 

  

【会計方針の変更】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

受取手形 193百万円 225百万円 

支払手形 324 353 

流動負債のその他 

（設備支払手形）  
27 8 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期累計期間 

（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

減価償却費 百万円 80 百万円 82

負ののれんの償却額  0  －
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業

であります。 

２．売上高の調整額は、セグメント間の取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期損益計算書の営業損失（△）と一致しておりま

す。 

  

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業

であります。 

２．売上高の調整額は、セグメント間の取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 （減価償却方法の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、第１四半期累計期間のセグメント利益が、それぞれ

「積層建材事業」で0百万円、「木構造建材事業」で0百万円増加し、セグメント損失が、「化粧建材事

業」で0百万円減少しております。  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期 
損益計算書
計上額 
（注）３

化  粧 
建材事業 

積    層
建材事業

木 構 造
建材事業

計 

売上高                                             

外部顧客への売上高  666  779  884  2,329  4  2,334  －  2,334

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 26  3  0  30  －  30  △30  －

計    692  782  884  2,359  4  2,364  △30  2,334

セグメント利益又は損失 

(△) 
 2  △12  △73  △83  2  △81  －  △81

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期 
損益計算書
計上額 
（注）３

化  粧 
建材事業 

積    層
建材事業

木 構 造
建材事業

計 

売上高                                             

外部顧客への売上高  684  914  952  2,551  2  2,553  －  2,553

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 26  2  0  28  －  28  △28  －

計    710  916  953  2,580  2  2,582  △28  2,553

セグメント利益又は損失 

(△) 
 △15  16  0  2  0  2  －  2
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 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △6 70 円 銭 △0 58

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △99  △8

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△） 

（百万円） 
 △99  △8

普通株式の期中平均株式数（千株）  14,915  14,911

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

- 13 -



 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセブン工業株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第54期事業年度の第１四半期会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、セブン工業株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 
  
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年８月10日

セブン工業株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 岡野 英生  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 豊田 裕一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 村井 達久  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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